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[MJKK]西日本高速道路株式会社の国内普通社債に Aa3 の格付を付与

発行総額 250 億円の新規発行債券を対象として

2011 年（平成 23 年）9月 9日、東京、ムーディーズ・ジャパン株式会社（以下「ムーディーズ」）は、

西日本高速道路株式会社(NEXCO 西日本)が発行する国内普通社債に Aa3 の格付付与を公表した。この社

債に対する本邦法令上の格付付与日は 2011 年 9 月 9 日である。格付の見通しは安定的。

これらは効力発生日 2010 年 1 月 10 日の、発行枠 2,500 億円の国内発行登録からの発行である。ムー

ディーズはこの発行登録に対して(P)Aa3 の予備格付を付与している。発行登録枠に対する本邦法令上

の格付付与日は 2010 年 1 月 8 日である。

格付の対象となる社債は以下の通りである。

・ 第 12 回社債、発行総額 250 億円、償還期限 2014 年

格付理由

NEXCO 西日本の格付は、法律上および契約上の強固な枠組みに基づいて、同社の高速道路事業からのキ

ャッシュフローと日本高速道路保有・債務返済機構（高速道路機構、格付は Aa3、安定的）への貸付料

支払いの予測可能性が極めて高いことをはじめとした、同社固有の強みを反映している。また、スト

レス時において政府が信用サポートを提供すると考えられる点も考慮している。

日本政府の債務格付の格上げが、将来の格上げにつながる要因として挙げられる。

反対に日本政府の債務格付の格下げ、または、現状極めて高い政府からの支援供与の可能性とデフォ

ルト相互連関の低下、政府出資比率の引き下げ、または設立根拠法の改正に示される同社の政策上の

重要性の低下が、将来の格下げにつながる要因として挙げられる。
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本信用格付に利用された主な格付手法は弊社ウェブサイト（www.moodys.co.jp の「信用格付事業」を

選択した後に表示されるページ）の「格付手法」に掲載されている「政府系発行体に対する格付手法

のアップデート」（2010 年 9 月 30 日）である。

西日本高速道路株式会社は大阪に本社を持つ、2005 年 10 月に設立された 100％政府保有の株式会社で

ある。

規制開示

本件信用格付に利用した主要な情報の概要、情報の提供者は、本件格付に関与した関係者（発行体）、

本件格付に関係していない者、公表情報、ムーディーズが有する機密情報である。

情報の品質を確保するためムーディーズは、公表された情報や第三者による見解を利用し、主任格付

アナリストによる確認を行う措置をとった。

ムーディーズは、発行体あるいは債務に関する情報の品質は格付を付与するために十分であると考え

ている。

ムーディーズは、本件信用格付に利用した情報の品質は十分なものであると考えており、その情報

は、ムーディーズが信頼に足ると見なした情報ソース（適当と思われる第三者からのものも含む）か

ら入手したものである。しかし、ムーディーズは監査人でなく、あらゆる場合において、格付の過程

で受領した情報を独自に検証、監査、立証することはできない。

信用格付は、事業体、与信契約、債務又は債務類似証券の将来の相対的信用リスクについてのムーデ

ィーズの現時点の意見である。ムーディーズは、信用リスクを、事業体が契約上・財務上の義務を期

日に履行できないリスク及びデフォルト事由が発生した場合に見込まれるあらゆる種類の財産上の損

失と定義している。信用格付は、流動性リスク、市場価値リスク、価格変動性リスク及びその他のリ

スクについて言及するものではない。信用格付は、投資又は財務に関する助言を構成するものではな

く、特定の証券の購入、売却、又は保有を推奨するものではない。ムーディーズは、いかなる形式又

は方法によっても、これらの格付もしくはその他の意見又は情報の正確性、適時性、完全性、商品性

及び特定の目的への適合性について、（明示的、黙示的を問わず）いかなる保証も行っていない。発行

体またはその債務に関する信用リスクは、発行体あるいは公表情報から得られた情報に基づいて評価

される。ムーディーズは、必要と判断した場合に信用格付の変更を行うことがある。また、ムーディ

ーズは、資料、情報の不足や、その他の状況により、信用格付を取下げることがある。

ムーディーズ・ジャパン株式会社は日本の金融商品取引法の下で金融庁に登録された信用格付業者で

あり、登録番号は金融庁長官（格付）第 2号である。直近 1年以内に講じられた監督上の措置はな

い。

最新の格付アクション及び格付履歴については、www.moodys.com を参照されたい。
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一部の格付が最初に発表された日付は、ムーディーズの信用格付が完全に電子化された前に遡るた

め、正確なデータは入手不可能である。したがって、ムーディーズは入手できる情報に基づき、もっ

とも信頼性が高く、正確と見られる日付を用いる。詳細は www.moodys.co.jp の弊社の格付開示のペー

ジを参照されたい。

格付決定に際して利用された格付手法、信用状態に関する評価の前提となる事項及び信用状態に関す

る評価の結果を示す等級を定めるために用いる基準が記載された「格付付与方針等に関する金融商品

取引業等に関する内閣府令第 299 条第 36 号イに定める事項」については、弊社ウェブサイトの「格付

手法」、「規制関連等」を参照されたい。    
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